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平成２９年度第２四半期決算会見 社長あいさつ 

本日は，「平成２９年度 第２四半期決算」について発表いたします。 

 第２四半期決算は，一言で申しますと，連結・個別ともに「増収・減益」となり   

ました。 

 連結の売上高については，販売電力量の減少はありましたが，燃料費調整制度の影

響による電気料金収入の増加に加え，「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」の

交付金と賦課金が増加したことなどから，６,４９９億円と前年同期に比べ５４９億

円の増収となりました。 

 一方，営業費用は，経営全般にわたる効率化に努めたものの，燃料価格の上昇によ

る原料費の増加に加え，「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」の納付金の増加

などもあり，これらの結果，連結の経常利益は，前年同期に比べ１１４億円減益の  

１９４億円となりました。

 続いて，平成２９年度の業績見通しですが，第２四半期決算から転じて 3年ぶりの

「増収・増益」となる収支を想定しております。 

売上高については，前年度に比べ，販売電力量の減少を見込んでいるものの，   

燃料費調整額や「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」の交付金の増加などから，

連結の売上高は１兆２,８６０億円と，前年度から８５６億円の増収を見込んでいます。 

業績予想については，これまで，島根２号機の再稼働時期を具体的に見通すことが

できないことから，「未定」としてきましたが，このたび安全対策工事完了時期を平

成３０年度へ見直したことを踏まえ，原子力発電所が年度内に稼働しないことを前提

とした業績予想を新たに算定いたしました。

通年の利益予想については，連結の経常利益は前年度に比べ４５億円増益の２４０

億円，親会社株主に帰属する当期純利益は３６億円増益の１５０億円を見込んでいま

す。前年度より燃料費調整制度の期ずれ影響の改善が見込まれることや，経営全般に

わたる効率化に取り組んでいることから，増益を見込んではいますが，依然として外

部環境に左右される厳しい経営状況にあることに変わりはありません。 

なお，中間配当については，配当方針に従い「２５円」とさせていただきました。   

一方，期末配当につきましては，今後の経営環境等がいまだ不透明であることから，

株主の皆さまには大変申し訳ございませんが，引き続き「未定」としています。 

次に，原子力発電に関する近況について，ご説明いたします。 

島根１号機については， 7 月 28 日に廃止措置に着手しました。今後 30 年の長きに

亘る取り組みとなりますが，引き続き，安全の確保を最優先に着実に作業を進めてま

いります。 

続いて，国の適合性審査を受けております島根２号機についてです。発電所の耐震

設計に大きく係る宍道断層の評価が了承され，審査の大きなポイントとなる，基準地

震動の審議に入ることになります。 

そして， 3 号機についても， 2 号機，先行プラント等の審査も踏まえながら準備

を進めており，できるだけ早期に国に申請したいと考えています。 

これまでも，たびたび申し上げているところですが，原子力発電の運営にあたって



は，安全の確保を大前提に，なにより地元の皆さまのご理解が重要であると考えてい

ます。現在，発電所においては，「安全性の向上に終わりはない」という考えのもと，

各種安全対策工事を進めるとともに，これら対策設備を有効に活用できるよう，過酷

な事態をも想定した訓練を繰り返し行うなど，「人」の対応力強化にも努めていると

ころです。 

原子力に関する取り組みについては，今後とも，様々な形で情報公開を行うととも

に，地域の皆さまにご安心頂けるよう，引き続き，丁寧な説明に努めてまいります。 

続いて，国のエネルギー政策について申し上げます。国のエネルギーに関する総合

的な計画である「エネルギー基本計画」の見直しに関する議論が本年 8月に開始され

ました。現行の計画では，安全の確保を大前提に，安定供給，環境保全，経済性の観

点からバランスのとれた電源構成の構築が必要とされており，今回の検討においても，

この基本的な考え方が踏襲されるものと考えています。 

その実現のために原子力発電の果たす役割は大きく，原子力発電を一定程度維持し

ていくためには，今後の新増設・リプレースが自ずと必要になると考えています。特

に，原子力で唯一の新規開発地点である上関地点は，当社のみならず我が国にとって

も重要であり，新増設・リプレースの必要性についても，議論を深めていただくこと

を期待しています。 

 次に，このたび実施しました組織整備についてお話しします。 

平成 32 年 4 月には，送配電部門を独立させて別会社とする電力システム改革の最

終段階が控えており，こうした環境変化に確実に対応するとともに，昨年 1月に策定

した「グループ経営ビジョン」の実現を目的に組織整備を実施しました。約一か月が

経過しましたが，いまのところ大きな混乱はなく，円滑に新しい体制に移行できてい

るものと受け止めています。 

もちろん組織整備はそれ自体が目的ではなく，新しい体制でいかに成果を出してい

くかが問われることになります。特に「送配電カンパニー」は，分社後の姿に近い形

で，業務運営の試行・検証を行うために設置したものです。 

将来は別会社となっても,「電力の安定供給」という共通の使命に変わりはありま

せん。皆さまにご迷惑をおかけすることのないよう，改善点があればこれを見直しな

がら，しっかりと準備を進めてまいります。 

一方で，競争が激化している小売部門については，「販売推進部門」を「販売事業

本部」に改編し，体制を強化しました。自由化の開始から約１年半が経過しましたが，

１０月時点で当社の会員制ＷＥＢサイト「ぐっとずっと。クラブ」へは６７万３千口

程度，ライフスタイルに合わせ選べる料金メニュー「ぐっとずっと。プラン」へは７５

万３千口程度のお客さまにご加入頂いております。中国地域を基盤とした当社ならではの

地域密着型サービスがお客さまに高く評価されたものと受け止めています。 

今後も，地域の皆さまに育てていただきながら事業運営してきたことを踏まえ，ま

ずは事業基盤である中国地域のお客さまに引き続き選択いただくとともに，首都圏に

おける需要拡大に向け，価格競争力のある料金メニューや付加価値の高いサービスを

提供してまいります。 

 また，発電事業におきましては，昨日，広島ガスとのバイオマス発電所建設に向け

た新会社の設立と，エア・ウォーターとの福島県いわき市でのバイオマス発電所の計

画についてお知らせしたところです。 



 自由化以降，大変厳しい競争環境に置かれていますが，電源における価格競争力の

強化や，さらなるサービスの向上など，新たな価値の創造に挑戦し，これからもお客

さまに選んでいただける企業を目指してまいります。 

以 上 


